
居
住
者
・
内
国
法
人
等
が
50
％
超
保
有
＋
実
質
基
準

外
国
関
係
会
社
（
外
国
金
融
子
会
社
等
を
除
く
）

下
の
法
人
に
該
当
し
な
い
場
合

ペーパーカンパニー、

キャッシュボックス、

ブラックリスト国・

地域所在法人

経済活動基準

（４つの基準（＊）

を満たすか否かの

検討を行います）

＊いくつか改正

されました

いずれか
満たさない

全てを
満たす

税負担割合20％以上

税負担割合20％未満
（一定の所得を合算）

税負担割合20％以上

税負担割合20％未満
（全ての所得を合算）

税負担割合30％以上

税負担割合30％未満
（全ての所得を合算）

合
算
課
税

な
し

部
分
対
象

外
国
関
係

会
社

合
算
課
税

な
し

対
象
外
国

関
係
会
社

合
算
課
税

な
し

特
定
外
国

関
係
会
社

（注１）外国金融子会社等については、この図には含めていない。
（注２）上記の改正は、外国関係会社の平成30年４月１日以後に開始する事業年度から適用される。

　（出典：財務省資料に基づき筆者作成）

外国子会社合算税制の
抜本的改正

は
じ
め
に

平
成
29
年
度
税
制
改
正
に
お

い
て
は
、
外
国
子
会
社
合
算
税

制
が
抜
本
的
に
改
正
さ
れ
た
。

そ
の
背
景
に
は
、
国
際
的
議
論

の
後
に
公
表
さ
れ
た
Ｂ
Ｅ
Ｐ
Ｓ

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
最
終
報
告
書

（
平
成
27
年
10
月
）
が
あ
る
。

Ｂ
Ｅ
Ｐ
Ｓ
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は
、

国
際
的
な
租
税
回
避
や
脱
税
を

放
置
す
る
こ
と
で
、
企
業
の
公

平
な
競
争
条
件
を
損
な
い
、
納

税
者
の
信
頼
を
大
き
く
揺
る
が

す
こ
と
に
対
応
す
る
た
め
の
国

際
課
税
制
度
の
再
構
築
を
行
う

取
組
み
で
あ
る
が
、
日
本
は
Ｂ

Ｅ
Ｐ
Ｓ
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
を
主
導

し
て
き
た
と
さ
れ
る
。

外
国
子
会
社
合
算
税
制
は
、

Ｂ
Ｅ
Ｐ
Ｓ
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
15

あ
る
行
動
計
画
3
に
お
い
て
そ

の
強
化
が
求
め
ら
れ
て
い
た
こ

と
か
ら
今
回
の
改
正
に
つ
な
が

っ
た
と
見
る
こ
と
が
で
き
る
。

実
は
、
Ｂ
Ｅ
Ｐ
Ｓ
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
を
受
け
た
改
正
は
、
こ
れ

ま
で
に
い
く
つ
も
あ
っ
た
。
例

え
ば
、
平
成
27
年
度
税
制
改
正

に
お
い
て
は
「
国
境
を
越
え
た

役
務
提
供
に
対
す
る
消
費
税
の

課
税
の
見
直
し
」
及
び
「
外
国

子
会
社
配
当
益
金
不
算
入
制
度

の
改
正
」
が
、
平
成
28
年
度
税

制
改
正
に
お
い
て
は
「
移
転
価

格
税
制
に
係
る
文
書
化
」
が
行

わ
れ
た
ほ
か
、
去
る
6
月
7
日

に
パ
リ
で
署
名
式
が
行
わ
れ
た

行
動
15
に
基
づ
く
「
Ｂ
Ｅ
Ｐ
Ｓ

防
止
措
置
実
施
条
約
」
で
は
、

「
租
税
条
約
の
濫
用
禁
止
」
や

「
人
為
的
な
Ｐ
Ｅ
認
定
回
避
」

に
つ
い
て
対
応
す
る
こ
と
に
な

っ
て
い
る
。

こ
の
よ
う
に
、
平
成
29
年
度

税
制
改
正
に
お
け
る
外
国
子
会

社
合
算
税
制
の
抜
本
的
改
正

は
、
近
年
の
国
際
課
税
制
度
の

再
構
築
の
流
れ
の
中
に
、
そ
の

背
景
を
見
る
こ
と
が
で
き
る
。

そ
し
て
、
財
務
省
に
よ
れ
ば
、

本
改
正
で
は
日
本
企
業
の
海
外

展
開
を
阻
害
す
る
こ
と
な
く
、

よ
り
効
果
的
に
国
際
的
な
租
税

回
避
に
対
応
で
き
る
よ
う
総
合

的
に
見
直
し
た
と
し
て
い
る
。

そ
こ
で
、
主
要
な
改
正
点
に

つ
い
て
簡
単
に
述
べ
る
。

1
「
特
定
外
国
関
係
会
社
」の
創
設

い
わ
ゆ
る
ペ
ー
パ
ー
カ
ン
パ

ニ
ー
、
事
実
上
の
キ
ャ
ッ
シ
ュ

ボ
ッ
ク
ス
と
呼
ば
れ
る
も
の
、

そ
し
て
、
財
務
大
臣
が
告
示
す

る
ブ
ラ
ッ
ク
リ
ス
ト
国
・
地
域

所
在
の
外
国
法
人
で
50
％
超
の

資
本
関
係
又
は
実
質
的
支
配
関

係
に
あ
る
場
合
、
こ
れ
ら
外
国

法
人
を
「
特
定
外
国
関
係
会

社
」
と
し
て
、
会
社
単
位
の
合

算
課
税
と
す
る
こ
と
に
さ
れ

た
。
た
だ
し
、
税
負
担
率
が
30

パ
ー
セ
ン
ト
以
上
の
も
の
に
つ

い
て
は
本
税
制
の
対
象
外
と
し

た
。こ

の
う
ち
、
ペ
ー
パ
ー
カ
ン

パ
ニ
ー
と
は
、
従
来
か
ら
言
わ

れ
て
い
る
実
体
基
準
及
び
管
理

支
配
基
準
を
満
た
さ
な
い
外
国

関
係
会
社
を
い
い
、
キ
ャ
ッ
シ

ュ
ボ
ッ
ク
ス
と
は
総
資
産
に
対

す
る
（
後
述
す
る
）
受
動
的
所

得
の
割
合
が
30
％
を
超
え
、
か

つ
、
総
資
産
の
額
に
対
す
る
有

価
証
券
、
貸
付
金
、
固
定
資
産

（
貸
付
け
用
の
み
）、
無
形
資

産
等
の
合
計
額
の
割
合
が
50
％

を
超
え
る
外
国
関
係
会
社
を
い

う
。
ブ
ラ
ッ
ク
リ
ス
ト
国
・
地

域
に
つ
い
て
は
、
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
租

税
委
員
会
で
議
論
さ
れ
て
お

り
、
そ
う
遠
く
な
い
時
期
に
は

告
示
さ
れ
る
こ
と
に
な
る
。

2

適
用
除
外
要
件
か
ら
経
済
活
動
基
準
へ
の
変
更

会
社
単
位
の
合
算
課
税
制
度

に
お
け
る
適
用
除
外
基
準
に
つ

い
て
次
の
見
直
し
を
行
っ
た
上

で
「
経
済
活
動
基
準
」
に
改

め
、
経
済
活
動
基
準
の
う
ち
い

ず
れ
か
を
満
た
さ
な
い
外
国
関

係
会
社
に
つ
い
て
、「
対
象
外

国
関
係
会
社
」
と
し
会
社
単
位

の
合
算
課
税
の
対
象
と
さ
れ

た
。
た
だ
し
、
税
負
担
率
が
20

％
以
上
の
場
合
に
は
適
用
さ
れ

な
い
。

①

事
業
基
準

主
た
る
事
業
が
株
式
の
保
有

等
、
一
定
の
事
業
で
な
い
こ
と

と
い
う
こ
れ
ま
で
の
基
準
を
維

持
し
た
上
で
、
一
定
の
要
件
を

満
た
す
航
空
機
の
貸
付
け
を
主

た
る
事
業
と
す
る
外
国
関
係
会

社
に
つ
い
て
は
、
事
業
基
準
を

満
た
す
も
の
と
改
正
す
る
。
統

括
会
社
が
事
業
基
準
を
満
た
す

と
し
た
こ
と
に
つ
い
て
は
こ
れ

ま
で
と
変
更
な
い
。

②

実
体
基
準
及
び
管
理
支
配

基
準

本
店
所
在
地
国
に
主
た
る
事

業
に
必
要
な
事
務
所
等
の
固
定

施
設
を
有
す
る
こ
と
、
及
び
事

業
の
管
理
、
支
配
及
び
運
営
を

自
ら
行
っ
て
い
る
こ
と
と
い
う

こ
れ
ま
で
の
基
準
を
維
持
し
た

上
で
、
保
険
業
を
営
む
一
定
の

外
国
関
係
会
社
は
実
体
基
準
及

び
管
理
支
配
基
準
を
満
た
す
も

の
と
さ
れ
た
。

③

所
在
地
国
基
準

製
造
業
を
主
た
る
事
業
と
す

る
外
国
関
係
会
社
の
う
ち
、
本

店
所
在
地
国
に
お
い
て
製
造
に

お
け
る
重
要
な
業
務
を
通
じ
て

製
造
に
主
体
的
に
関
与
し
て
い

る
と
認
め
ら
れ
る
も
の
の
所
在

地
国
基
準
の
判
定
方
法
に
つ
い

て
、「
主
と
し
て
本
店
所
在
地

国
に
お
い
て
製
品
の
製
造
を
行

っ
て
い
る
場
合
（
製
造
に
お
け

る
重
要
な
業
務
を
通
じ
て
製
造

に
主
体
的
に
関
与
し
て
い
る
と

認
め
ら
れ
る
場
合
を
含
む
。）」

と
い
う
文
言
を
含
む
こ
と
と

し
、
整
備
を
行
っ
た
。
こ
の

他
、
不
動
産
業
及
び
物
品
販
売

業
に
つ
い
て
も
、
よ
り
具
体
的

な
規
定
を
加
え
た
。

④

非
関
連
者
基
準

直
接
的
に
は
第
三
者
を
介
在

さ
せ
る
こ
と
で
非
関
連
者
基
準

を
形
式
的
に
満
た
す
ケ
ー
ス
へ

の
対
応
と
し
て
、
最
終
的
に
は

関
連
者
と
の
取
引
に
な
る
も
の

に
つ
い
て
は
、
非
関
連
者
基
準

を
満
た
さ
な
い
こ
と
と
し
た
。

3

受
動
的
所
得
へ
の
課
税

⑴

部
分
対
象
外
国
関
係
会
社

へ
の
課
税

経
済
活
動
基
準
を
満
た
し
た

場
合
で
あ
っ
て
も
、
税
負
担
割

合
が
20
％
未
満
で
あ
る
外
国
関

係
会
社
を
「
部
分
対
象
外
国
関

係
会
社
」と
し
、次
に
掲
げ
る
部

分
適
用
対
象
金
額
に
つ
い
て
、

内
国
法
人
等
の
益
金
の
額
に
加

算
さ
れ
る
こ
と
と
さ
れ
た
。

①

受
取
配
当
等

②

受
取
利
子
等

③

有
価
証
券
の
貸
付
け
に
よ

る
対
価

④

有
価
証
券
の
譲
渡
に
係
る

対
価
（
＊
）

⑤

デ
リ
バ
テ
ィ
ブ
取
引
に
係

る
利
益
の
額
又
は
損
失
の
額

（
＊
）

⑥

外
国
為
替
の
売
買
相
場
の

変
動
に
伴
っ
て
生
ず
る
利
益

の
額
又
は
損
失
の
額
（
＊
）

⑦

上
記
①
か
ら
⑥
ま
で
に
掲

げ
る
利
益
の
額
又
は
損
失
の

額
を
生
じ
さ
せ
る
資
産
の
運

用
、
保
有
、
譲
渡
、
貸
付
け

そ
の
他
の
行
為
に
よ
り
生
ず

る
利
益
の
額
又
は
損
失
の
額

（
＊
）

⑧

固
定
資
産
（
無
形
資
産
等

を
除
く
）
の
貸
付
け
の
対
価

⑨

使
用
料

⑩

無
形
資
産
等
の
譲
渡
に
係

る
対
価
の
額
の
合
計
額
か
ら

そ
の
無
形
資
産
等
を
得
る
た

め
に
直
接
要
し
た
費
用
の
額

の
合
計
額
を
控
除
し
た
残
額

（
＊
）

⑪

い
わ
ゆ
る
異
常
所
得

な
お
、
内
国
法
人
の
益
金
の

額
に
加
算
す
る
場
合
、
上
で
＊

を
付
し
た
も
の
は
赤
字
に
な
る

可
能
性
が
あ
る
一
方
、
印
の
な

い
も
の
は
必
ず
黒
字
に
な
る
。

そ
こ
で
、
＊
を
付
し
た
も
の
が

赤
字
の
場
合
に
は
こ
れ
を
ゼ
ロ

と
し
て
計
算
す
る
こ
と
に
な

る
。
た
だ
し
、
繰
越
控
除
を
認

め
る
こ
と
に
し
た
。

⑵

適
用
免
除

次
に
該
当
す
る
場
合
に
は
、

部
分
対
象
外
国
関
係
会
社
の
部

分
適
用
対
象
金
額
に
つ
い
て

は
、
適
用
し
な
い
。

①

外
国
関
係
会
社
の
各
事
業

年
度
の
租
税
負
担
割
合
が
20

％
以
上
で
あ
る
場
合

②

部
分
合
算
課
税
に
係
る
少

額
免
除
基
準
の
う
ち
金
額
基

準
を
2
、
0
0
0
万
円
以
下

の
場
合

③

各
事
業
年
度
の
決
算
に
基

づ
く
所
得
の
金
額
に
占
め
る

部
分
適
用
対
象
金
額
が
5
％

以
下
の
場
合

4

実
質
支
配
基
準
の
導
入
と
持
株
割
合
の
計
算

方
法
の
見
直
し

外
国
関
係
会
社
の
所
得
を
合

算
す
る
内
国
法
人
に
つ
い
て

は
、
資
本
関
係
は
無
い
が
、
契

約
関
係
等
に
よ
り
子
会
社
を
支

配
し
て
い
る
ケ
ー
ス
や
間
接
支

配
へ
の
対
応
を
行
っ
た
。
実
質

支
配
基
準
の
導
入
で
あ
る
。
こ

の
他
、
持
株
割
合
の
計
算
方
法

が
見
直
さ
れ
る
こ
と
に
な
り
、

内
国
法
人
・
居
住
者
等
の
外
国

法
人
に
係
る
直
接
・
間
接
の
持

分
割
合
が
50
％
を
超
え
る
場
合

に
は
合
算
対
象
と
さ
れ
る
こ
と

に
な
っ
た
。

5

外
国
関
係
会
社
に
係
る
財
務
諸
表
等
の
添
付

内
国
法
人
は
、
次
に
掲
げ
る

外
国
関
係
会
社
に
係
る
財
務
諸

表
等
を
確
定
申
告
書
に
添
付
し

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

⑴

租
税
負
担
割
合
が
20
％
未

満
の
外
国
関
係
会
社

⑵

租
税
負
担
割
合
が
30
％
未

満
の
外
国
関
係
会
社
（
特
定

外
国
関
係
会
社
に
限
る
）

な
お
、
添
付
書
類
に
は
、
貸

借
対
照
表
及
び
損
益
計
算
書
、

各
事
業
年
度
の
株
主
資
本
等
変

動
計
算
書
、
損
益
金
の
処
分
に

関
す
る
計
算
書
そ
の
他
こ
れ
ら

に
類
す
る
も
の
、
貸
借
対
照
表

及
び
損
益
計
算
書
に
係
る
勘
定

科
目
内
訳
明
細
書
、
本
店
所
在

地
国
に
お
け
る
税
務
申
告
書
の

写
し
、
株
主
等
の
氏
名
・
住
所

等
及
び
そ
の
有
す
る
株
式
等
の

数
又
は
金
額
を
記
載
し
た
書

類
、
出
資
関
連
外
国
法
人
等
の

株
主
等
の
氏
名
・
住
所
等
及
び

そ
の
有
す
る
株
式
等
の
数
又
は

金
額
を
記
載
し
た
書
類
、
そ
の

他
参
考
と
な
る
べ
き
事
項
を
記

載
し
た
書
類
が
含
ま
れ
る
。

6

改
正
後
の
外
国
子
会
社
合
算
税
制
の
全
体
像

（
簡
略
版
）

お
わ
り
に

今
回
の
外
国
子
会
社
合
算
税

制
の
抜
本
的
改
正
は
、
Ｂ
Ｅ
Ｐ

Ｓ
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
最
終
報
告

書
を
受
け
て
内
国
法
人
等
に
租

税
回
避
の
余
地
を
与
え
な
い
よ

う
に
考
え
ら
れ
た
も
の
で
あ
る
。

一
方
、制
度
が
高
度
化
、か
つ
、

複
雑
化
し
て
い
る
。
中
小
企
業

が
進
出
し
て
い
る
香
港
、
シ
ン

ガ
ポ
ー
ル
、
台
湾
な
ど
の
税
負

担
率
は
20
％
未
満
な
の
で
本
税

制
の
対
象
に
な
る
ほ
か
、
ス
イ

ス
や
オ
ラ
ン
ダ
な
ど
30
％
未
満

で
あ
り
ペ
ー
パ
ー
カ
ン
パ
ニ
ー

に
該
当
す
る
可
能
性
も
あ
る
。

適
用
ま
で
1
年
猶
予
期
間
が

あ
る
が
、
間
も
な
く
公
表
さ
れ

る
法
令
解
釈
通
達
の
内
容
も
踏

ま
え
た
上
で
、
実
務
上
ど
の
よ

う
に
対
応
す
る
か
に
つ
い
て
十

分
な
検
討
を
行
う
こ
と
が
求
め

ら
れ
る
。

望月 文夫〔神田〕
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